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ま え が き

寄生虫感染阻止対策は，1）直接感染防 止，2）定 期集団

駆 虫，3）屎尿処理， の3 項に 要約 される．この うち直接

感染阻止対策 は基本的 なものであ るが， 農村地域におけ

る蛔 虫，鉤 虫，鞭 虫などの土 壌媒 介寄生虫の対策として

は実行 が容 易ではない． 一方，集 団駆虫は寄生虫数を低

下 させ， それに伴 ない排 出虫卵数も減少す るので，最も

有効 な感染阻止対 策である．しかし寄生虫絶滅 を目的 と

するには，こ れのみではかなりの長期間の実施 が必要で

あろう．その理 由は寄生率が低下しても，蔓延地におい

ては感染 源としての虫卵または仔虫による環境 の汚染は

依然としてある程度継続し，再感染 の危険 がなお残っ て

い るからであ る． 従っ て 上記寄生虫の絶滅対策 と し て

は， 集団駆虫の完 全実施と同時に，屎 尿中 の虫卵 を殺滅

して再感染を防止するこ とが望 ましい ．

このよ うな立場から，最近寄生虫卵の殺滅 を目的 とす

る化学薬品（殺卵剤）がいくっ か報告さ れてい るが， 著

者はさきにサイアペンダゾール が屎尿メヂ ウムにおいて

も著しい 殺卵効果 を示すこ とを見出し，こ れについて報

告した（久津見，　1964　a，　b；1965）． またこ の殺卵効果

は実際に農家屎尿貯溜槽内に投入した揚合に も確保され

るこ とを確 かめたので （久津見，　1965 ）， サイ アベンダ

ソ ール を継続的に投入す るこ とに よって 処理 地区の住民

の寄生虫感染が阻止 されるであろ うこ とが充分 に推定 さ

れ た．そこで今回は感染阻止 の野外試験 を鉤虫蔓延地域

において実施したので，そ の結果につい て報告 する．

健　 治

対 象の選び方と実 施方法

1．　実施地 区

埼 玉県 北埼玉郡川里村屈巣地 区において実施し た．川

里村は屈巣，広田，共和 の3 地 区よりな り， 田650 ， 畑650

， 宅地109 ， 水路43 ヘクタール を 有し， 米 は 年間540

，000俵，麦37 ，500俵 を生産す る．　1964 年度の 調査

で農業戸数 は専業656 戸， 第1 類兼業120 戸， 第2 類兼

業290 戸，合 計1 ，066戸 であ り，屈巣地 区は鴻巣市に最

も近接してい る．

屈巣地 区の住民の検便は1964 年3 月 に 実施し， 鉤虫

陽性率 のほぼ等しい6 部落を2 群 に分 け，中郷，宮前，

天神上 の3 部 落（170 戸，　966 人）を殺 郛剤投入地区 とし

上谷 田，柿 の木， 市揚の3 部落（150 戸，　874人）を非投

入 の対 照地 区とした．殺卵剤 の感染阻止効 果は上記2 群

におけ る新 しい 鉤虫感染者（陽転者）の出 現率の比較 によ

っ て行 なっ た．

2．　殺卵剤とその投入方法

殺卵 剤としてはサイアベンダソ ール〔2く4 ’　－thiazolyl〕

－benzimidazole，　Merck　Sharp　＆　Dohme 社製〕の水溶性

粉 末（Lot　N0．　46　RTS　54）を用い た． これは1g 中に350

mg　の有効成分 を含 有ナる． 作用濃度 は第1 回 目は5

ppm ，　第2 回 目以 後はほぼ8　PPm　とし たが， こ れはす

で に実験的 に得られた鉤虫卵殺滅の最小有効 濃度（15°C，

屎尿中 では2　PPm） から考え， 完全 な殺 卵効果 を期待 出

来 る濃度 である．

第1 回 目の投入前 に投入地区全戸 の屎 尿貯溜槽 または

便槽 の容積及 び現在の貯溜量 を測 定した． 投入 に際して
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は水溶剤50g をH の水に溶かしておき，屎尿100Z に

対してこの水溶液30　m1　を投入したに の場合さらに2

～3 ／の水に加えて攪拌したのち投入した）．従って第1

回の作用濃度は5　ppm　（200，000倍稀釈）である．第2

回目は屎尿100　Z　に対し上記の水溶液を40　ml　を投入し

た．第3 回目からはすでに各戸の月平均貯溜量が分っだ

ので，次の如き簡単な方法により衛生委員が分担投入し

た．すなわち屎尿150　Z　につき軟膏缶にっめた水溶剤39

，1 個分（有効成分19 ，従って作用濃度は7．5　ppm）を

一旦水に溶かして投入した．投入前後には屎尿を充分に

撹拌し，以後7 日間毎日1 回攪拌せしめた．投入期間は1964

年5 月から10 月 までの6 ヵ月で毎月1 回投入し

た．

3． 鉤虫陽性者の検出方法

地区住民についての鉤虫陽性者の検出は，1 年間に4

回行なった．第1 回目は1964年3 月， 第2 回目は同年8

月，第3 回目は同10 月（但し9 月駆虫者のみ）， 第4

回は1965 年3 月である． 検査法は第1 回 のみセロフア

ン厚層塗抹 法1 枚及 び水あ め （硫苦

500　9，　食 塩500　9，　水あめ280　ml，　水1 ，500　ml）　1本によ

り，第2 ～第4 回 は同 浮游法3 本 値によっ た．

4． 疫 学的調査

各戸別 の調査用紙に家族全員 の職業， 畑へ立入り，畑

の有無 と作 物，野菜購入率， 屎尿の処理方法 を記入させ

た ．す べての調査結果 は個人 別パンチカードに記入し，

こ れに よっ て結果 を整 理した．

投入・対 照両地区の疫学的調 査

今回の試験の目的は殺卵剤の鉤虫感染阻止効果 の判定

であ リ，これは殺卵剤使用によっ て生じ た両地区 の住民

感 染率の差によっ て判定することにした．そこで感染に

影響を与 える両地区の疫学的諸条件 は同一であ るこ とを

検証する必要 があり， また全住民の検査は不可能であ る

た め一部 をサ ンプル としてとりあげた ので，そ のサンプ

ルが地区全員 を代表するとい う保証 も必要 であ る．こ れ

らについて の検討結果は次の如くであ る．

1． サ ンプ リングの妥当性

住民全員 の検便は3 回行なっ たが，正 確な鉤虫陽性 率

の消長 を求 めるた め1 ～2 回 だけ検 便をうけたものは除

外し，毎回 検便をうけた もののみを統計対象 とし た．そ

こでこ の統計対象について全員 からのサンプ ルとして の

妥当性 を検討した．第1 表に示す ように，投入地区にお

い て1 度でも検便をしたもの，及び毎回行なっ た ものは
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第1 表　 全 住 民（母 集 団 ）と毎 回 検 便 を実 施 し た

者（ 統 計 対 象）の年 齢 構 成 及 び 性 別

メ　　£　　　　
地 区 の　　　 検 便 を実 施　 毎 回 検 便 を

区　 分　　　
全 住 民　　　 し た者　　　 実 施 し た 者

－
総　　 数　966　　　　891　　　　672

総
－

数

成 年 者
未成年 者

874 836 712

92 ．2％及び69 ．6％であ り，対 照地区で はそれぞ れ95 ．7

％ 　81．5％であっ た．一方，地区全 住民 の成年 者（20才

以上） と未成年者（19 才以下） 比率，及 び 統 計対 象にお

け るその比率 をみると， ほとんど一 致してい る．性 別で

男女 ほぼ同数 である．年 令構成 は第1 図に示 したが， 両

地区 とも全 員と統計対 象とは同じ年 令分布を示す．
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第1 図　 地 区 全 員 と 統 計 対 象 の 年 齢 分 布

（ 黒 ば 地 区 全 員 ， 白 は 統 計 対 象 ）

以上 のことから，両地 区の調査対象はその地区の全員

を代表 するものとして差支 えない と考え，以 後は毎回検

便 を実施 した者 のみを統計対象として結果を整理した．2

． 投入 ・対 照両地 区の疫学的 相似性

次に投入地 区と対 照地区の疫 学的条件について検討し

たが， すでに示 したように両地区における年令分布は概

ね等しく （第1 図）， 男女比も等しい （第1 表）．年令別

の畑 立入り率は第2 図 に示すよ うに 両地区 とも19 才以

下 の者 では極めて低い が，20 才以 上 で 急増し， しかも

常時立 入る率 が高い．各年令別 の立 入り率 は両地区にお
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第2 表　年齢別， 畑立入 り別 の鉤虫陽性率

畑 に 立 入 る 者

年齢白　 恆 竺 竺

検　　陽
査　　性
数　 数

O～910
～1920
～2930
～3940
～4950
～5960
～6970
～

2
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40

6

0

1
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8

1

対 照地区

一
検　　　陽
査　　 性
数　　 数
0
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29
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0

1

12

30
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25
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4

畑 に立入らぬ者

投 入 地 区

検　　陽

査　 性

数　 数

84

136
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21
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21

8

12
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対 照 地 区

検　　陽

査　 性

数　　数
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合　計　308　95　362　　n6　364　40　350
（％）　　　　（30．9）　　　　（32 ．0）　　　（11 ．0）

一

鉤虫陽性率：投入地区135 ／672（20．1　％）， 対照地区
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a） 検査方法別の虫卵検出率 による推 定

第1 回検便は塗抹，浮 游両法 を行 なっ たが， 両方と も

虫卵陽性及び塗抹法では陽性 の者 を濃厚感染 者とし，浮

游法のみで陽性の者 を軽感染者 とし て区別し た．第3 表

に示す如く， 対照地区では成年者 のみで みて も未成年 者

を含めた全員 でみても， 投入地区に くらべると軽感 染者

とみられる者が高率であ り，対照地区 は軽感染 であろ う

と推 定された．

b） 塗抹標本中 の虫卵数によ る推定

陽性 者から無作為に得た材料で厚 屆塗抹法（便量70 ～75

mg ）を行ない 虫卵数を調べた．第3 図に み ら れ る 如

く， 陽性者であっ ても虫卵が検出できな かっ た例は投 入

地 区25 ．4％，対 照地区34 ．2％ で対照地区に多い ．また

虫卵数1 ～10コの例は対照地区に多 く， 虫卵 数の多い 例

は投入 地区に多い ので， この点 から も対 照地 区は軽 感染

と推 定された．

これらの疫 学的 諸調査結果 からみて，両地区 にお ける

疫 学的 諸条件 はほとんど同一であ り，そ の鉤 虫陽性率 に

も差 がない が，感染 濃度からみると対照地区 は軽感染 で

あ るこ とが明 らかとなっ た．今回の試験に際して，対 照

地区 の感染濃度 が投入地 区のそれよ り高い場合 は明 らか

に対照 として不適 当であるが， 上述の結果 からむし ろこ

れが低い ことが認 められたので，対照地区 として 妥当で

あ ると判定した．

4． 投 入・対 照両地 区におけ る集団駆 虫

殺卵 剤の鉤虫感染阻 止効 果は住民 の新感染率 によっ て

判定し た．そこで虫卵陽性者は駆虫によっ て 虫卵陰 性と

す る必 要があ るので，　1964 年9 月 に 集団駆 虫を行 なっ

た．駆 虫剤 は1 ・ブ9 ム・2・ナフトールで，駆 虫参加人

（401 ）

゜aR 叺雰叺sg

年令

第2 図　年齢別の畑立入 り頻度

（白 は時々 立入 る，黒 は常時 立入る）

い て殆んど同一の傾向を示す．

なお畑 に立入 る者 の鉤虫陽性率 は第2 表に示 す通り投

入 地区では30 ．9％，対 照地 区では32 ．0％である．一方

の立入 らない 者ではそれぞれ11 ．0％，　9．7％であった ．

これらを綜合 した 投入 ・対 照両地区 で の 鉤虫陽性率 は20

．1％，　21．1％でほぼ等しい．以上 の 結果 によって 両

地区 の疫 学的諸条 件はかなりよく一致 してい ることが認

められた．未成年 者（19才以 下）の畑立入り率 及び鉤虫陽

性率の著しく低い ことについ ては後で述べる．

3． 投 入・対 照両地区の感染 濃度

両 地区における鉤虫感 染の危険度（畑立入り率）と鉤

虫感 染率はほぼ等しい ことが明らかとなっ たので，次 に

鉤虫感染 濃度を次の如き方法によっ て検討した．
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第3 表 投入・対照両地区におげる感染 濃度 の比 較 第5 表　集団駆 虫による排 虫数別 の排 虫者数

排虫数　　　　　　排　 虫　者　数

投入地区　　　 対照地区

6～10n
～1016
～1521
～2526
～30

6

5

5

1

1

0

2

卜50 ．0）

卜10
．0）

｝　（20
．0）

5

2

1

2

0

1

0

｝　（27．3）

｝　（18
．2）

レ1
）

平 均排虫数＝完全陰転者の総排虫数／完全 陰転 者数

を求めると 投入地区148 ／14　＝　10．1で対照地区 は

63／6＝10．5で等しい．

と考 えられる．

なお5 月 から駆 虫実施 の9 月 まで，投入地 区ではすで

に殺卵剤 を投入してい るので両地区に感染率 の差 があ る

と考 えられる．そ れは9 月現 在では感染時期 のあ となの

で未成熟虫 の保有率 の差 となっ てい るこ と が 推定 さ れ

た．そこで とくに末成熟虫の排出に注意したが，認 めら

れな かっ た．

殺卵剤投入の鉤虫感染阻 止効果

殺卵剤投入による鉤虫感染 阻止効果 を判定するた めの

検便 は1965 年3 月 に行なっ た． その結果 は 第6 表に示

第6 表　1965 年3 月の検便における両地区 の

陽転者数（陰性者の陽転）

地　 区

投 入 地 区

対 照 地 区

対　象　　 検査数

成 年 者　　365
未成年者　　213
合　計　　　578

成 年 者
未成年者

合 計

陽 転 数

4（1 ．9）25
（4 ．3）

－一 一
33（9 ．2）357　　　33（9．2）249
5（2．0）606

38（6．3）

した氈　 投 入地 区 で は 成年者 の 陰性者365 名 中21 名

（5．8％）， 未成年 者の陰性 者213 名 中4 名 （1．　9％）が陽

転し，対 照地区 では 成年者357 名中33 名 （9．2％）， 未

成年者249 名中5 名（2．0％） が 陽転し た． そこでこの

陽転者について，次 の如 き諸要因につい て調査した．1

． 未成年者 の陽転率 と統計対象 からの除外

第6 表 から明 らかな如 く，未成年者 の陽転率 は両地区

とも極 めて低い．従っ て未成年者の疫学的調査 結果 と検

便成績を参考にして，統計対象としての妥当性 を検討し

た．

未成年 者はすでに述べたよ うに畑立入 り率が極 めて低

く， その鉤虫陽性率 も 低い ことは 明らかで あっ た（第2

表，第2 図）． そこで 第2 回検便によっ て 途中経過の

調　
塗　浮売　
抹　游蓉　1
去 法

査陽
法性
別 率

畑

の

有
無
畑

立

入

り

投 入 地 区

十　十　83（61．5）
十　－　20（14．8）
一　十　32（23．7）

あ ＋

リ ー

な　＋

し　 ー

＋

入 ぬ 十

ら　　ー

価

40

30

百

分20
辜
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72

24
－31

対

成年者　 全114
人）（150

70（61．16
（14．28
（24．

4 ）O

）6

）

76（50．15
（10．59
（39．90

56（38．－
一一1

72

照 地 区
一
成 年 者

7）　72（51 ．8）0
）　13（　9．4）3
）　54（38．4）

1

3（75 ．0）

¬ 皿
72

44（37．9）　43（37
20

0　1 －5　6－10　11－15　16－20　21－25　26－30

虫　卵　数

第3 図　 投 入 地 区 と対 照 地区 に お け る

陽 性 者 の 虫 卵数

（ セ ロ フ ァ ン 厚 層 塗抹70 ～75 　mg 中 の 虫 卵 数）

第4 表　 集 団 駆 虫 に お け る 服 薬 者 と 陰 転 率

投　 入　 地　 区　　　　 対　 照　 地　 区

対 象
陽者
性 服薬者　陰転者

陽者
性

服 薬 者

4 ）

一 一

陰転 者

員，服薬 者， 陰転者 は第4 表 の通 りであ る．こ の駆 虫に

よっ て投入地 区 の 陽性率 は12 ．9％になり，対 照地 区で

は14 ．6％となった．こ の際，服薬者 から無作為に 選んだ

若 干名に服薬後2 日間 の全便 を採 らせ，研究室において

排虫数 を検査した． 排虫数は 第5 表 の 如 くで， 投入地

区の1 人当 り 最小 ～最大数 は1 ～29 匹対照地区 では1

～23 匹であっ た．平均排虫数は排虫数の不明な も の を

除き （排虫数O で虫卵陰転の者）， 完 全陰転者で 調べる

と投入地区 は10 ．1匹， 対照地区は10 ．5匹で差がない．

以 上の結果 から両 地区における駆 虫の影響は概ね等しい

（402 ）



第7 表　第2 回検便 にお ける陽転率 と陰 転率
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分
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う02010

対　象　人 員　陰性者 の陽転　 陽性 者の陰転

検査数 陽転数　検査数　陰 転数

12 う

第1 回
陽性率

4　125　11

陷転串

12 う　4

陽転率

1 ）6

）O

）

一 一
は ．7）

12 う　4

第2 回
陽性率

第4 図a　 投入地区における畑立入 り頻 度別 の

陽性率， 陽転率， 陰転率

（1．常時立入る，2 ．時々 立入 る，3 ．立入らぬ，4

．合計）

成績 を調 べて みると第7 表 の如くで， 第1 同 検便の陰性

者 の陽転 率は成年者 が約20 ％であるのに 対し， 未成年

者 は6 ．5％及び4 ．0％であり，成 年者の1／3～1／5である．

これは鈎虫種がアメリカ鈎虫であること から考えると，

明 らかに 畑立入 り率 の低い ことが未成 年者 の陽転率の低

い最 も大きな原因 であると思われる．

そこ で未成年者 と成年者に 分け て，第1 回検便 と第2

回検便 の陽性率，及びそ の間の陽転率 と陰 転率とを示 す

と第4 図a ，b の如 くであ る．これをみると全員 （未成

年者 と成 年者 の合計） の傾向 として， 畑立入 り頻度の低

（403 ）
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い群 において その陽性率 と陽転率は低く， 陰転率は逆 に

高くなる．こ のよ うな地区全員の傾向は図で明らかな如

く， 両地 区とも成年者の傾向と ほぼ一致してい る．一方

の未成年 者は地区全員の傾向とは一致せず，また成年者

とは質的 に異っ た群であることも明 らかである ．とくに

立入 り頻 度の分類をしない 合計値 （黒棒） でみると，全

員 と成年 者の値は陽転率において著し く異 なってく る．

これは異質な未成 年者を含 めるた めに起って くるこ とは

明らかである．

これらの点 と，未成年者が全員 の35 ～38％を占 めるこ

ツg

50

40

30

20

10

50

1↓0

50

冫 ，

搴10

50

40

う0

20

10

125　1 ↓　12 う　14．125　4　12 う　11．

第4 図b　 対 照 地 区 に お け る 畑 立 入 り頻 度 別

の陽 性 率， 陽 転 率， 陰 転 率（数 字 はa に 同 じ）

と（第1 表）を考えると，今回の殺卵剤の効果判定にお

いて未成年者を統計対象とすることは質的にも量的にも

不適当であることが認められた．従って 次の如く最終

的な効果の判定に際しては未成年者を除外し，疫学的に

意義が認められる成年者の感染率をもって両地区の差を

検討した．このように成年者の感染率を指標とすること

は，対象の精度を高めると同時に殺卵剤の効果測定の感

度を高めることは明らかである．

2． 陽転者の特徴と陽転時期

成人の陽転者の特徴は第8 表に示した．すなわち性別

には差がなく年令は20～49才のものが多い． とくに畑
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第8 表　 陽転者の疫 学的 特徴

調 査 項 目

性　 別

一 〃
年齢別

一
畑

男

女

投 入 地 区21
人の内訳

21 人 の 内 訳　　33 人 の 内 訳

－ 一 一一－－－・¶－・丶■一心－〃a－　　　　I ㎜ ■aa皿 ・－－－＝＝
10 （47

．6
）　　18 （54

．5
）11

（52
．4

）　　15 （45
．5

）

一 ‥ － － 一 一 ‥ －　 一一　 －

20 ～49 歳　　13 （61 ．9）　　　20 （60 ．6）50

如 上　8 （38 ．1）　13 （39 ．4）
＝一＝　＝＝　　　 ㎜㎜　 ㎜■㎜ ㎜・㎜

ユ　 り　　17 （81 ．0）　　30 （90 ．9）

な　 し　　4 （19 ．0）　　3 （9 ．1）

¶一一　　　　 皿ふr・w’・　’w’・”－ －J皿㎜ ㎜ ■㎜ ・〃 －w一一一－・四－－一一－亠－－g

のある家から陽転者が多く， また畑に立入るものが陽転

し易い ことが認められる．このよ うな傾向は両地区にお

い て殆 んど等しい ．

次に両地区の陽転者 を8 月検便の陰性者と10月検便の

陰性 者 こ れは8 月には陽性で駆 虫により陰転した者）

の2 群に分けると，第9 表の如くその陽転率は前者に高

い．い ま，これらの陽転が8 月以 降1 月までの感染によ

るとするならば（翌年3 月の検便で虫卵が検出され るの

第9 表　陽転者 の陽転時期の推定

対象 と地区

成年 者
投 入 地区

の陰性者

焚言　陽転者

の陰 性 者

検 査＊

人 員

274

対 照 地 区　272

未成年 者
投入 地区206
対照地区245

19 （ 　6
．9

）　9129

（10
．7

）　85

㎜ ㎜・㎜皿¶㎜ 皿一 ．・m －4
（ 　1

．9
）　75

（ 　2
．0

）　4

差 の 検 定

陽 転者　 （Z2）

2 （2

．2

）4

（4

．7

）

－　 ．・■㎜W 冒
¶S 』0

0

P 　＜0 ．1P

＜0 ．1

＊9 月に駆虫をうけ10 月検便で陰性のもの（但し8 月

陰性で10 月に陰性を再確認したものは投入地区11

人，対照地区19 人である）

対象の区分

－ － －

A

Ai

A2

陰　性　 者
駆 虫 を う
駆 虫 に よ

は，鉤 虫の 発育産卵期間 を考えると1 月 までの感染），

両 群の陽転率はほとんど等しい 筈である．しかしながら

実際には前者に陽転率が高い ので， これは8 月以前に陽

転が起っ たと考えざるを得ない． この事は未成年者につ

い て調べてみたが同様な結果を示した．

当地区近郊 の主な鉤虫感染時期は4 ～7 月 とさ れてお

り（鈴木，　1959），　8 月 ～翌年1 月 の 感染 は 極 めて少な

いと思 われ る．従っ て今回の陽転者 の大部分 は8 月 の検

便では陰性であっ たが，この ときす でに鉤 虫に感染して

お り，虫卵 を排出 するに は至 らなかった と推定 される．

さらにこ の推定 が正しい とす るならば，投入地 区におけ

る陽転率 が5 ．8％であって対 照地区 の9 ．2％より低 率で

あ るのは，こ の感染時期に殺卵剤 が投 入されて感 染が阻

止 された からであ るとい える．

3． 陽転率 の疫学的 検討

a） 家庭別 の陽転者出現率

両地区におけ る陽転率 をさらに疫 学的 な要因 によっ て

分析す ると 第10 表 の如 くであ る． まず 第1 回検便から

連 続して陽性者 のい ない家庭 をまとめると， その戸 数は

投入地 区61 戸 であるが， そのうち陽転者を出した 戸数

は6 戸（9．8％）であ る．これに対 し対 照地区では47 戸中5

戸（10．6％）が陽転 者を出し， 投 入地区と差がない（項

目B ）．し かるに引続 き陽性者 のい た家庭につい て みる

と，投 入地 区は109 戸 中12 戸（11 ．0％）から陽転者があ

叭 対 照地区では103 戸 中24 戸（23 ．3％）から陽転者が

あっ たので，明らかに対 照地区に陽転者が多い（項目C ）．

これを更 に畑のある家 （CI）で調 べる と，やは り対照地

区に陽転者を出した家庭が多い，畑のない家庭では少数

B

C

Ci

C2

D

E

Ei

E2

第10 表　家 庭の疫学的区分及びその家族別の陽転率

一 一一
全

け な い

る 陰 性

員
者
者

m 螫）球 対 談c

の家庭列 記 と

陽性者のい ない家族
陽 性 者 の いる家族E

の家族
帽 徽 と

投 入 地 区
－一一

検査数　　 陽 転数365

人　21 （　5．8）274
19（　6．9）91

2（　2．2）
－

61戸　6 （　9．8）109
12（11．0）95
10（10．5）14

2（14．3）
一 一

136 人　6 （4 ．4）258
15（　5．8）232
12（　5．2）26
3（11．5）

対 照 地 区

検査数　　 陽転数

357 人　33 　（　9274
29（1085　
4（4

．2）

．7 ）

．7）

47 戸103994

差の検定（Z2）

126人2462415

P

P

＜0 ．1
＜0 ．1

5（10．6）
24（23．3）　　P　＜0 ．0223
（23．2）　　P　＜0 ．021
（25．0）

6（　4．8）27

（11 ．0）26

（10 ．8）1

（20 ．0）

P ≪0 ．05P

＜0 ．05

D ，E には 第1 回検 便のみ末 検査者（投 入地区29 人， 対照地区15 人） を含む．

（404 ）
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の
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第11 表　畑 の有無による陽転率

投 入 地 区

検 査 数　　 陽 転数

133戸　15 （11
37

－322
人72

3（8

3 ）1

）

17（　5．3）4
（　5．6）

対 照 地 区

検 査 数129

戸21

一一一 一332
人40

陽 転 数

27（202
（9

9 ）5

）

第12 表　屎尿の処理方 法別 の陽 転率

投 入 地 区
一

検査数　　 陽転数

直接 確率計算 法による危 険率

ヨ

堆 埋XI　 勗 疵i 荼i
肥　 謾

第5 図　投 入地区，

法の比 較

肥丿昊 肥　 浸

21 戸453744

23

34 人1076610058

環

取車

対 照 地区 に お け る 屎 尿処 理

4（19
ノ 冷

汗

例であ るが差 があるとはい えない ．

以上 を綜合 すると， 殺卵 剤の投 入によっ て感 染阻 止の

行 なわれた家庭 は，陽性者 のい る家庭 であると同時に畑

のあ る家庭であっ た．こ れは当然 ことながら感染 の危険

があ り， かっそ の感染 の場 をもっ てい る家 庭において感

染阻止効果 が発揮 されたこ とを示 してい る．

b） 個人別 の陽転率

19 ．0）11

．0）10

．8）9

．1）

1（4

－4
（n

6（55
（75
（51
（1

3

8 ）6

）6

）O

）7

）

（405 ）

30（9 ．0）3

（　7．5）

対 照 地 区

検 査 数10

戸562025

48

8

16

28 人1394711036

陽 転 数

4（40．0）16
（28．6）3
（15．0）

卜
（104 ）0

1（ 6 3 ）

5（17．9）16
（11．5）6
（12．8）5
（　4．5）1
（　2．8）

差 の検定（Z2）

－P
＜0 ．05

P ＜0 ．1

差 の 検 定＊

P ＜0 ．01

P く0 ．01
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次に前項の分類による各家庭に属する個人をまとめて

同様の分析を行なった（項目E ）．　1戸において陽転した

人数は大部分が1 人であるから（投入地区では83 ．4％，

対照地区では86 ．2％の家庭から1 人陽転），前項の家庭

別の感染の傾向は個人別にみても同様に認められる．す

なわち感染の危険が高い群でみると，対照地区（11．0％）

においては投入地区（5．8％）の約2 倍の陽転率が認めら

れる．陰性者のみの家庭に属する者の陽転率は両地区と

も4．4％，　4．8％であって差が認められない（項目D ），C

） 畑の有無と陽転率

第10 表のうち， 陽性者がいても畑のない家庭の陽転

率（項目C2 ）は少数例のためでもあるが両地区の差が

明確でなく，畑の有無が感染の要因となるか否か判然と

しない．そこで陽性者の存否は別として，畑の有無で分

析すると第11 表の如くである．これでみると畑のない

家では両地区とも陽転率に差がないが，畑のある家では

やはり対照地区において陽転率が高く感染の場を重視す

べきであることが分る．

d） 屎尿の処理方法別と陽転率

両地区における各家庭の屎尿処理方法は第5 図に示し
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た ．両地区 とも単独処理方法 として は堆肥に使用す る家

庭 が最 も多 く，これに次いで埋没 と畑に使用す る．複合

処理で はそ の比率が不明であるので一括し た．両地区に

おける処理 の差をみる と，堆肥に使 うのは対照地区が多

く，埋没 と畑に使用するのは投入地区に多い．複合処理

と汲耿車によ る処理はあま り差がない ．

そこで屎尿の処理方法を5 種に分け，こ れらの処理方

法 と家庭別，個人別の陽転率 との関係 を調べて第12 表 と

した．こ れをみる と屎尿を直接畑に使用す る家庭の陽転

者出現率が両地区とも最も高く， 堆肥，埋没，複合，汲

取 りの順 となる．両地区を比較する と，投入地区にくら

べて対照地区で畑に使用する家庭及び堆肥に使用す る家

庭におい て陽転者の出現率が高い ．各家庭に属する個人

別の陽転率もほぼ同様の傾向を示 してい る． 以上のこと

は， 鉤虫感染の危険度が高い 屎尿処理方法を行なっ てい

る家 庭におい て， 殺卵剤の感 染阻 止効果 が高いことを示

してい る．

e） 陽性 者のい ない 家庭の陽転率

さきに第 エO表におい て陽性 者のい ない家 庭（項目B ），

すなわち自家所 有地 域に感染 の危 険がない と 考え ら れ

る家 庭におい て陽転 者があっ たことが示されてい る．こ

の原因 は何であるかを指摘することは出来ない が， これ

が両 地区に等しく現 れることから（投 入地 区6 戸6 人，対

照地区5 戸6 人）， これは 避けられない 現象であると思

われる． そこでこれらの陽転者の疫学的 環境を調べてみ

た．第13 表に示 すように 両 隣 りのいづれかの家の 陽性

第13 表　陽性 者のい な家 から の陽転 者の特徴

地 区

投
入

地区

対
照
地
区

番 号

1

2

3

4

5

6

1

2

3

4

5

6

年 齢

47
57
33
47
50
50

70
78
49
28
55
46

性 別

女
男
女
男
男
女

男
男
男
男
男
女

畑　 両隣 の陽性 者数

あり　　 調査不完全
あ り　　1／3　　0／7
あ り
なし
なし
なし

あ り
あ り
あ り
あ リ

｝
乱

4／6　　　1／83

／4　0 ／63

／6　　0 ／6
2 ／6

一 一1
／41

／82

／46

／86

／6

1／4

1
／50
／61
／51
／90

／8

者数 はかなり多 く， 家族の半数以 上が陽性者である家に

隣 接してい ることが認 められる．但しこれが感染の原因

となっ たか否かについ ては検証しなかっ たが，可能性は

考えられる．

f）殺卵剤による虫卵の死 滅

（406 ）

今回 の殺卵剤の投入によっ て投入地 区の鉤虫卵 が実 際

に死滅してい るこ とについて は，す でに別報 （久 津見，1965

）におい て報告し た．す なわち12 戸 から100　ml　の

屎尿 をと り，沈渣5ml を培養し たところ1 ，100～3，500

の溝出仔 虫を認 めたが，殺卵剤投入7 日目のサンプ ルか

らは全 く仔 虫は溶出しな かっ た．第2 回 目には便 槽に直

接投入し た8 戸 を対象 とし， 次回 の 投入 ま で 新 鮮屎 尿

（虫卵含有）が追加され る状態にして お い て，30 日後 の

サ ンプ ルを培養した ところ仔 虫は溶出 しない ．この場 合

の処理前 の仔 虫数 は520 ～4，200であっ た．

そこで今回は殺卵効果 を陽転者 の出現率 で理論的 に検

証して みた．す なわち投入地 区におい て陽性者 のい ない

家庭 （第10 表，項 目B ）と陽性者 のい る家庭（項 目C ）の

陽転者出現率は9 ．8％，　11 ．0％であっ て殆 ん ど 差 がな

い．し かし対照地区において は，そ れぞ れ10 ．6％，　23．3

％であって陽性者 のい る家庭 か ら 陽転者 が 多 く 出現 す

る．こ のように投入地 区では陽性者 があっ てもなくても

陽転率 は変 らず， またそ の率 は対 照地 区の陽性者 のい な

い家庭 のそれに等しい．こ の3 者 の陽転率 が類 似した原

因 として この3 者に共通 の因子 があるとす れば， その家

族 からは「感染源 として の虫卵 の排出 がなかっ た」こと

が理論的に推定 される．こ の推定 は，投入地 区の陽性者

のいた家庭で排出 された虫卵 は殺卵剤 の投入に よっ て死

滅してい た事実に よって充分支持 される．個人 別にみた

陽転率 は上記3 者において4 ．4‰　4 ．8‰　5 ．8％であ

っ て殆 んど差 がない が，対 照地 区の陽性者 がい る家庭 で

は11 ．0％である．

以上 の如 き陽転者 の疫学的 検討 の結果， 鉤虫感 染時期

に殺卵剤 が使用 されれば屎尿 中の虫卵 は死滅 し， 鉤虫陽

性者 のい る家庭 とくにそ のうち畑 のあ る家庭，屎 尿を直

接畑に使用し たり堆肥に使用す家庭において鉤 虫の感 染

を阻止 するこ とが明 らかとなっ た．非投入 の対 照地 区で

は，家庭別に も個人別に も陽転率 は投入地区 の2 倍 であ

るこ とが認 められた．

考　察

殺卵剤に よっ て屎尿槽内 の虫卵 を完全に殺滅 したとし

て 仏 そ れが直ちに寄生虫感染阻止 をもたらす とは断 定

できない．なぜな らば第1 に殺卵 剤の完全 な効果 の保 証

があっ て も，実際には処理 の不完全 なまたは未処 理の屎

尿 を使用 する可能性 があり，第2 にすでに野外 に撒布 さ

れてい る虫卵 が感染源 として残存 して い る 危険性 か お

る．また第3 の問題 として寄生虫の種類によっ てはその



感染様式 が異るので，地域 の寄生 虫感染阻 止対 策が屎尿

処理 に依存す る程度， 地域の感染諸 因子の解析も考慮さ

れなければならない． 殺卵 剤投入 にもとづ く屎 尿処理に

よっ て実際に感染 阻止 が可 能であるかとい う疑問が生 ず

るのは上記 の如 き問題 があるからで， 従っ てこれらは野

外 試験の実施に あたっ て注意を要する点となる．

第1 の点は最 も重 要であるが，今 回は衛 生委員と協同

し たりして可能 な限り管理 と啓 蒙を行なっ たが，各戸 の

生活 に立入っ てこれを保証 することは出来 なかっ た．し

かし極 端な完全 管理の野外試験による結果 は， その再現

性 が保証され難い ことも考慮されねばならない ．第2 の

点は実験方 法の問題であっ て， 理論的にはすでに撒布さ

れた虫卵が自然死 滅するまでの一定期間殺卵剤の投入 を

続けることが望 ましい （とくに蛔虫卵の場合）． そ の理

由は投 入期間のあと野外 にある虫卵は投 入地区では死郛

であり，対 照地区では実験開始 後の生 卵が残っ てい るこ

とになり， その後の両地区の陽転率の差は殺卵剤の効果

のみを示すことになるからである．今回は鉤虫卵は越冬

しない と仮定し て，感染 時期に相当する5 ～10 月に殺卵

剤を投 入して陽転率をみた．第3 の問題は上壌媒介寄生

虫とくにアメリカ鉤虫は家族集積性が高く， それは専ら

自家環境での経皮感染 によると考えられてい る．そこ で

今回は疫学的調査を行ない，屎 尿処理が感染阻止に有効

であることを確か めた．

なお実験地区と対 照地区とは， 殺卵剤投入以外の点で

は，当初鉤虫陽性率及び途中経過に影響する要因（住民

の年令，性， 畑の有無， 畑立入，屎 尿処理）はすでに述

べたよ うに著しい 差がな かっ た． また統計に使用した例

は全住民からのサンプル として質的，量的にも妥当であ

ると認 めた．ただ今回の成績で注意され るのは未成年者

の統計対象 からの除外である．これは畑立入 り率が低い

・し鉤 虫陽性率も低いこ とから，陽転率 を指標 とす る殺卵

剤 の効果判定 の対象 として妥当ではない と判断さ れた か

らである．次に対照地区は投入地区に くらべ ると軽感染

者 が多 く，途中自然陰転者が多 かった が，こ の点 から厳

密 な対照地区 として は問題 がある．し かしこ れは避け ら

れないこ とであ り，判定 の指標 が地 区の陽転率 の差であ

るから，感染濃度 の高い投入地区 で感染阻止効果 をみ る

こ とは， その効果 を過大評価 することにはならない ．

以上に よって今回 の野外試 験の 意義 が 確 か め られた

が，次にい くつ かの問題 点につい て考察した．

L　 畑 立入 り頻 度と陽転率

19

今回 の試験におい ては住民の陽転率を指標 とした のた

めに， 陽性率と畑立入り頻度の低い未成年者 は統計 の対

象 とし なかっ た．これはアメ リカ鉤 虫の場合に は畑 立入

り率 が理 論的 に鉤虫の感染率 と密接な関係 があ ると予 想

されたからである．そこでこれを検証す るた め，立入 り頻

度別に 分けた陰性者の陽転率を調べてみ ると第6 図 の如

くなっ た． これは立入り頻度別の各群（年令別，地 区別）

尤

50

25

陰　20

性

者

の　15

陽

物

乖　10

5

5　　10　　15　　20　　25　　50　　 う5

隅 性 串

第6 図　 立 入 り頻 度 別 に ま と めた 群 の陽 性 率 と

そ の 群 の陰 性 者 の5 ヵ 月 後 の 陽 転 率 の 関 係

（ ●常 時 立入 る，0 時 々 立 入 る ， ×立 入 ら ぬ）

1本O χ

の3 月の陽性率と，5 ヵ月後にみた その群の陰性者の

陽転率が平行することを示している．すなわち，畑立入

引こ起囚する感染の危険性は陽性率にも陽転率にも影響

しているという予想と一致ナる．この結果から住民を立

入り頻度によって区別することは，新感染者（陽転者）

の観察を行なう場合に疫学的に重要な意味をもっことに

なる．

2． 自然陰転者の取扱い

第1 回検便では虫卵陽性であるが第2 回検便では陰性

であったものを自然陰転者とすると，その率 は第14 表

第14 表　自然陰転者の継続的に陰性である率

対

投地

入区
一
対地

照区
一
総

計

象

成 年 者
未成年者
合　　 計

成 年 者
未成年者
合　　 計

成 年 者
未成年者
合　　 計

3 月陽性 で8
月陰転者

24
10
34

44

6

50

68
16
84

翌年3 月の検 査成 績

陰　 性22

（91 ．7）9

（90 ．0）3

工（91 ．2）37

（84 ．1）6

（100 ）43

（86 ．0）

59（86．8）15
（93．8）74
（88．1）

陽　 性

2（　8．3）1

（10 ．0）3

（　8．8）

7（1507

（14

9 ）O

）

9（13．2）1
（　6．2）

10 n 9 ）

（407 ）
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に示すよ うに かなり高い．この自然陰転者の うち次回の

検便において引続き陰性であっ たものは，投入地区では91

．2％，対照地区で は86 ．0％である． これらの陰転は

感染濃度 が低いた め虫卵の検出が出来な かっ たこ とに起

因す る「 みかけの陰転」であるとは考えられない． なぜ

ならば第1 回検便（厚層塗抹と浮游法各1 回） の精度よ

りも第2 回検便 （浮 游法3 回）の虫卵検出精度が高い か

らであ る．従ってこ れは実際 の自然陰転者であ ると考え

られる．

そこで両地 区の駆 虫をうけない陽性者 を対象にして自

然陰転率 を調 べてみた． 第1 期を3 月 から8 月 ま で の

問，第H 期 を8 月 から翌年3 月 まで の間とす ると，第15

表 の如 く第1 期では対照地区に自然陰転者 が多い ．こ れ

第15 表　投入・対照両地区の時期別の

自然陰転率の比較

対　　 象

投地

入区
一
対地

成 年 者
未成年者
合　　 計

成 年 者

未成年 者

照区　合　　 計

第1 期
（3 月～8 月）

検査数　陰転者46

13（28．3）11
6（54．5）57
19（33．3）

59　25 （42．4）6
5（83．3）65

30（46．2）

（8 月～3 月）

検査数　陰転者

59

9

68

－

70

7

77

28（47 ．5）7
（77 ．8）35

（51 ．5）

30（42 ．8）2

（28 ．6）32

（41 ．6）

はすでに述 べたよ うに軽感染に起因ず ると思 われ る． と

ころ が第H 期においては， 投入地区における自然陰転率

が第1 期 よりも高く， か っ 対照地区の 第n 期よ りも高

い．この事実は少数例の未成年者を除外して成 年者につ

いて みて も認 められ る．一 方の対照地区では成人の自然

陰転率は一定してい る．

投入地区におけるこのような自然陰転率の増加は，殺

卵剤の投入によっ て陽性者に対する追加感染 が減少し，

その陰転 が表面化してきたとも考え られ るが検証はして

い ない．陽性者における追加感染の証明 （たとえば虫卵

数の増刀口の測定）は，その精度を保証す るこ とが困難な

ので今回は行な わな かっ た．

3． 殺卵剤実用化 の問題点

殺卵剤の うち幾つ かのものは実験的には殺卵効果を示

す が，実用的な条件 を満足 するものは少ない．た とえば

薬剤の取扱い が難 かしく危 険がある （二硫化炭素， 芥子

油，　NaPCP ），大量生産されず高価であ る（芥子油），非

水溶性で乳化 が必 要である（二硫化炭素， 芥子油，これ

らは効果 も不安定である），通常のアルカ リ性屎尿中 で

（408 ）

は無効 である（芥子油， 亜硝酸 ソーダ，　NaPCP ）な どの

諸点 があげられる．

以 上の点 から既存の殺卵性物質の実用化には多く の問

題 があるが， 最近小財（1960，　1962）によ り亜硝酸ソーダ

が再検討され，過燐酸石灰で酸性化した屎尿中でのその

殺卵効果の検討と，実用化の野外試験が行なわれた．そ

こで今回の結果 をこれと比較してみた．

小財（1960）に よれば亜硝酸 ソーダの殺卵効果 はpH 依

存性 が著し く，　pH　6 ．4以下では100 　％死滅 す るがpH6

．6以上になると8 ％が死滅する（屎尿中蛔虫卵に対す

る500　ppm，　5～29°C）．したがっ て殺卵効果 を保証す る

た めにはメヂ ウムpH を充分に低下させ る必要 があ ると

述べてい る．一方，今回の サイアベンダ ソー ルは駆 虫剤

であ り，大量生産 が可能で取扱いの危険性 がな く，そ の殺

卵効果 はpH5 ～8 の範囲で等しく 発揮され るので通常

屎尿（pH　7．2～8．5）に直接投入して有効的に使用でき る

（久津見，　1964a）．但し蛔虫卵についてみると作用温度

に より 最小有効濃度は200　ppm　（5 °C），　25ppm　（15゜C）．3

．12　ppm　（25°C，いづれも7 日作用） と変っ てく る．

鉤虫卵に対して は15 °Cのみで試験し たが，1　ppm　以下

で有効であ る．

実用化試験においては，小財（1962 ）は亜硝酸ソーダ

（A と略す）とその製品（デ リサン，D とす る）を夏は500ppm

　（2，　000イ音稀釈，　pH　6．5），冬は1 ，000　PPm　（1，　000倍

稀釈pH　6 ．0）で投入している． その 結果，5 ～8 月の

鉤 虫陽転率 はA では8 ．3　％（15／181），　D では9 ．5％　（18／190

）であるが， 対照地区 では22 ．9％　（27／188）であっ た

としてい る．8 ～12 月 の陽転率は，A では10 ．2％　（17／166

），　D では8 ．7％　（15／172）で対 照地 区で は12 ．1％　（11

／91）である． これによると対 照地 区の陽転率は5 ～8 月

では22 ．9％で8 ～12 月 の12 ．1　％にくらべて高いが， こ

れは前者 が感 染時期に相当するからで，今 回の結果と同

じ傾向 である．最終的に5 ～12月 の陽転率をみると投入

地 区では17 ．5％（65／371，　AD 合 計）であるが 対 照地区

では約2 倍の32 ．2％　（38／118）であっ て， 今回のサイア

ベンダソールによる感 染阻止効 果はこれとほぼ同じ結果

であっ た．

しかし ながら両者 の野外試 験の成績は次の如く調査方

法 が異なっ てい るので， 厳密な比較は困難 であるとも言

える．第1 に今回はアメリカ鉤虫を対 象としたので， 疫

学的 な見地 から成年者 のみを対象 としてい る．アメリカ

鉤 虫地区では幼少年層 と成年層 の陽性 率に差のあること

は すでに 認められている（小宮ら，　195（5）． そこで今 回



は成年者のみで結果を整理したが，すでに述べたように

その必要を認めた．小財（1962）は調査地の虫種にふれて

しないが，鈴木（1959）及び松崎（1959）によればアメリカ

鉤虫優先地区であると推定される．従って今回と同様に

成年者についての観察が必要であったと思われるが，こ

れが行なわれていないので，この点が比較し得ない．

第2 に今回は陽転者の検出には浮游法3 本値を用いた

が，3本中のすべてに虫卵陽性であった陽転者は投入地区

では52．4％，対照地区では42 ．4％　（いずれも第8 表

参照）であって，他は3 本中の1 本又は2 本だけが陽性

であった．これは陽転者が一般に軽感染であることを示

すものであろう．一方，小財（1962）は陽転率の調査に浮

游法1 本値を用いているので，この点においても今回の

結果と比較することは難かしい．小宮ら（1959）は駆虫の

あとで浮游法1 本値の陽性者について再び浮游法1 本で

調べると，　35．3％　（59／167）の「みかけの陰性」があると

述べている．従って駆虫後の陰転，その後の陽転率の調

査に際して，浮游法1 本値を用いることは「みかけの陰

転」とこれに基いてのその後の「みかけの陽転」を起す

危険があると思われる．そこで今回は浮游法3 本値によ

って，このような危険を防ぐことに注意した．

サイアベンダソールの実用化試験と亜硝酸ソーダのそ

れとを比較すれば以上の通りであって，その効果判定の

方法には若干の差があるが，これらを通覧すると両薬剤

とも鉤虫感染阻止の実用的価値が認められることは明ら

かであろう．

総　括

埼玉県川里村において，鉤 虫感染時期 に相当す る5 ～10

月 の6 ヵ月間毎月1 回 殺卵剤 として サイ アベンダソ ー

ルを農家屎尿 槽に投入し， アメリカ鉤虫感染阻 止効果 を

調 べた．そ の効果 の判定 は投入地 区及 び対照（無処置）

地 区にお ける陰性 者の陽転率 によっ たが， これを各家庭

における陽性者 の存在と畑の有無， 屎尿処理状況，個人

の年 令， 畑立入 り状況などの疫学的条件によっ て解析 し

た．

1． 毎回検便 を実施できたもの を対象 とした が，その

年令構成と性 別は地区全員 のそれ と一致した．この うち

未成年者（19 才以下）は畑立入 り率 と鉤虫陽性率 が低い

ので，疫学的にみて殺卵剤 の効果判定 の対象 として不適

当な ので除外し，成年者 を統計対象 とした．

2．　鉤 虫陽性者 のい る家庭について陽転者出現率 をみ

ると，投入地区 で は11 　％　（12／109戸 ）， 対照地区 で は
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23 ．3　％（24／103戸）で対照地区に高い ．そ の家 族の陰性

者の陽転率は投入地区5 ．8％　（15／258人），対 照地区11 ．0

％（27／246人）であ り対 照地区に高い．

3． 鉤虫陽性者 のい ない 家庭の陽転者出現率は投入地

区9 ．8％　（6／61戸），対 照地区10 ．6％　（5／47戸）であ る．

こ れを避け られない 陽転 率とすれば，投入地区の陽性者

のい る家庭 の陽転率（11 ．0％）はこれに近似し，そ の家 庭

にお ける排出虫卵の殺卵剤によ る殺滅 が検証された．屎

尿槽内の殺卵状況は別報（久津見，　1965）で 報告した．

4． 畑のある家庭にお け る 陽転者 出現 率は 投入地区11

．3　％　（15／133戸）， 対照地区20 ．9％　（27／129戸）であ

り， その家族 の陽転率は5 ．3％　（17／322人 ），　9．0％　（20／332

人）であって，い ずれも対 照地区にお いて 高い ． 畑

がない家庭におけ る陽転 者出現率は両地区で差が ない．5

． 屎 尿処理 別にみると， 畑に直接使用す る家庭 の陽

転者出現 率は投入地区19 ．0％　（4／21戸），対 照地区40 ．0

％（4／10戸）であり，堆 肥に 使用す る 家庭 で は11 ．0％

（5／45戸），　28．6％　（16／56戸）であっ て，い ずれ も 対 照

地 区に高い ．埋没処理，複合処理，汲取車 による家 庭で

の陽転率はこの順に低くな り，両地 区にお いて著しい 差

はない ．その家族の陽転率 も家庭単 位の結果 とほぼ等し

レ丶．

6． 以上 を綜合す るとサ イアベ ンダソールの鉤虫感染

阻 止効果は，鉤 虫陽性者 のい る家 庭， 畑のある家庭，屎

尿を畑及び堆肥 に使 用す る家庭 など，鉤虫感染 の危険 性

が高 く， かつその感染 の場 をもつだ家庭において顕 著に

認 められることが明らかとなっ た．対照地区におけ る陽

転率 は上記 のい ずれの条 件からみて 仏 投入地 区の2 倍

であっ た ．

7． 実 験開始 時において， 投入地区 は対 照地区に くら

べ濃厚感 染であり， この点から投 入地区 での感 染阻止効

果は 過大評価ではない と考えら れ る． こ の他，両地区

の疫 学的 諸条件について も考察し た．

終りに御 指導， 御校 閲を賜 わっ た寄生 虫部長 小宮義孝

博士 に 感謝 の意を表 す． また石崎達博士， 小 林昭夫 博

士， 柳 沢十四 男博士 に 種々御教示戴い た こ と を 感謝す

る． 現地におい ては前鴻巣保健所長川口金 次郎博士， 川

里村役場林元 秋氏， 衛生協力会各位 の協力 を得たこ とを

感謝し，終始 協同 作業を惜しまれ なかっ た東 京寄生 虫予

防協 会矢口勇 氏に御礼申上げる． なお サイアベン ダソー

ル の供与．をうけた日本メル ク万有株式 会社， ならび に同

社 の菅原 郁生， 前川義孝， 田中正彦 各氏に深謝 する．
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本論文 の 要旨は第35 回 日本寄生虫学会総会（新潟大

学）， 第n 回太平洋学術会議 （東 京大学） で発表した．
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FIELD　TRIALS　OF　THIABENDAZOLE　AS　AN　OVICIDE　IN　THE

CONTROL　OF　HELMINTH　INFECTIONS
I

EPIDEMIOLOGICAL　ANALYSIS　OF　THE

IN　THE　CONTROL　OF　HOOKWORM　INFECTIONS

Haruhiko　KUTSUMI ，

（£）ゆαΓli／ient　of　Pat‘asitθ／。gy，　Natio 。αZ ふstit。te　o／匸Health ，　Tokyo ）Takaaki

HARA　 ＆ 　Kenji　YAMAMOTO

｛Tokyo 　Parasite 　Cω，／，・Z　Association ）

A　field　study　in　an　area　was　carried　out　in　an　effort　to　obtain　new　information　on　theeffectiveness　of　thiabendazole　as　an　ovicide　in　the　control　of　hookworm　infections

．　The　effective－ness

　of　thiabendazole　was　evaluated　by　comparing　the　infection　rates　due　to　Λ℡ 訂ヽθΓ ωyzかイaz。公among

families　in　the　treated　and　non－treated　areas．　The　campaign　started　in　March　1964　andlasted　for　a　year　in　Kusu

－village，　Saitama　Prefecture，　which　had　a　population　of　1，840，
　of　whom923

　were　males　and　917　famales ．　The　inhabitants　are　engaged　mainly　in　the　rice　and　vegetableplantations

．　The　total　population　and　the　samples　eχamined　in　both　areas　are　nearly　similar　in
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all　respects―namely ，　age，　sex，　occupation 　and　econon！ic　status．　This　similarity　IS　also　observedbetween　both　samples　in　the　treated　and　non

－treated　areas．　The　application　of　the　ovicide　wasundertaken

　once　per　month　during　the　period　from　April　to　October　1964 ，　which　correspondsto　the　period　of　natural　hookworm　infection

，　at　the　concentration　of　approχimately　7　ppm ．

When　the　individuals　were　divided　into　two　age －groups，　younger　than　19　years　of　ageand　20　years　and　over

，　they　were　not　similar　in　the　respects　of　condition　of　work　and　eχposureto　the　infection

．　It　may　therefore　be　assumed　that　the　risk　of　infection　is　not　the　same　in　thesetwo　age

－groups．　Previous　examination　showed　that　the　incidence　rate　is　very　much　higher　in　theolder　age

－group　（28 ．8％，　254／878），　and　IS　very　low　m　the　younger　age －group　（6．3％ ，　32／506）．From

the　results　mentioned ，　above　individuals　of　the　age－group　20　years　and　over　were 　selectedfor　the　epidemiological　analysis　of

the　infection．　Results　were　as　follows．

1）　Of　the　families　having　patients　before　starting　the　treatment ，　new　infection　occurredin　11

．0％ 　（12 ／109）　and　23．3％　（24／103）　in　the　treated　and　the　non －treated　areas，　respectively

（PC0 ．02）．　The　rates　of　hookworm　infection　in　the　individuals　in　those　two　family －groups　were5

．8％ 　（15／258）　and　11．0　％ 　（27 ／246），　respectively 　（P ＜0 ．05）．

2）　The　rates　of　infection 　among　the　family －groups　without　patients　were　9 ．8％ 　（6／61）and

10 ．6％　（5／47），　in　the　treated　and　non －treated　areas，　respectively ．　The　difference 　in　therates　of　infection

between　those　two　family　groups　was　not　significant ．

3）　The　rates　of　infection 　among　the　family －groups　having　vegetable　plantations　were11

．3　％ 　（15 ／133）　and　20．9％ 　（27／129）　in　the　treated　and　non－treated　areas，　respectively　（P ＜0 ．05）．The

rates　of　infection　in　the　individuals　in　those　two　family－groups　were　5 ．3％　（17 ／322）　and9

．0％ 　（30 ／332），　respectively 　（P ＜0 ．1）．　Among　the　family －groups　having　no　plantations，　however，the

rates　of　infection　were　8．1　％ 　（3／37）　and　9．5％ （2 ／21）and　those　in　the　individuals　were　5．6　％

（4／72）　and　7．5％ 　（3／40）　in　the　treated　and　non－treated　areas，　respectively．

4）　Families 　were　divided　into　石ve　groups　according　to　the　methods　of　nightsoil　disposal　asfollows　

；　A ）　using　directly　as　a　fertilizer　to　a　vegetable　石eld，　B ）　miχing　in　vegetable　manureheap

，　C ）　burying　1X1　a　pit，　D ）　disposing　of　by　A，　B　and　C，　and　E）　removing　by　a　vacuum －car．　Therates　of

infection　among　the　fami 】y－group－A　were　19．0％ 　（4／21）　and　40．0　％　（4／10），　and　amongthe　family

－group－B，　were　11．0　％ 　（5 ／45）　and　28．6％　（16／56）　in　the　treated　and　non－treated　areas，respectively

．　These　percentages ，　however，　give　only　a　rough　indication　of　the　protective　effectof　the　ovicide

，　since　the　sample　size　was　not　large　enough　for　a　precise　estimate．

5）　It　was　concluded　that　the　rate　of　infection　in　the　non－treated　area　is　more　than　twiceas　high　as　that　m　the　treated

　area．
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